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（119） 　Enneccerus/Nipperdey, Allgemeiner Teil des Bürgerlichen Rechts, 1959, S. 820f.; BGB-
RGRK/Kregel, BGB, 12. Aufl., 1982, § 100 Rdn. 4; Soergel/Mühl, BGB, 12.Aufl., 1987, § 100 
Rdn.4,5; Staudinger /Dilcher, a.a.O., § 100 Rdn. 1,3; Staudinger /Jickeli/Stieper, a.a.O., § 100 
Rdn. 1, 4; Erman/Michalski, BGB, 10. Aufl., 2000, § 100 Rdn.3; Erman/Schmidt, BGB, 14. 
Aufl., 2014, § 100 Rdn. 5, 6; MünchKomm/Holch, BGB, 4.Aufl., 2001, § 100 Rdn.5; 
MünchKomm/Stresemann, BGB, 7. Aufl., 2015, § 100 Rdn.5.
　また、消費によって得られる利益のみを述べるものとして、Larenz/Wolf, Allgemeiner 
Teil des Bürgerlichen Rechts, 8.Aufl., 1997, S. 412 (Rdn.116)、譲渡によって得られる利益の
みを述べるものとして、Loewenheim, Anmerkung zu BGH, 8.11.1965, NJW 1966, 971, 972
がある。
（120） 　Reinking/Eggert, Der Autokauf, 13 Aufl.. 2017, Rdn. 1161.








10 万㎞の場合、1,000 ㎞走行するごとに売買代金の 1％
20 万㎞の場合、1,000 ㎞走行するごとに売買代金の 0.5％








（121） 　Reinking/Eggert, a.a.O., Rdn. 1162; Staudinger/Lorenz, BGB, 15 Auflage, 2007, § 818 
Rdn.13; MünchKomm/Schwab, BGB, 7. Aufl., 2017, § 818 Rdn. 98; Soergel/Hadding, BGB 13. 
Aufl., 2012, § 818 Rdn. 16.
（122） 　Reinking/Eggert, a.a.O., Rdn. 1162.
（123） 　Reinking/Eggert, a.a.O., Rdn. 1166.
（124） 　Reinking/Eggert, a.a.O., Rdn. 1168.
（125） 　Reinking/Eggert, a.a.O., Rdn. 1167.

















（127） 　Reinking/Eggert, a.a.O., Rdn. 3564.
（128） 　Staudinger/Lorenz, a.a.O., § 818 Rdn. 13; Soergel/Hadding, a. a. O., § 818 Rdn. 16.



























































動車を 57 万円で売買した後、その価値が 27 万円に減耗した場合（価値減耗
分は 30 万円）、「使用利益」は 57 万円の中古自動車の適正利潤のみか（狭義
の「使用利益」）、それとも、その適正利潤及び価値減耗分 30 万円の合計なの








































































































































２　まず、日本民法 88 条 1 項には「物の・・・産出物を天然果実」、同 189



































































　また、本章第１款で検討したように、民法 88 条１項・189 条１項・575 条
１項にいう果実は、物から生じる利益といえる。そうならば、もし「使用利益」
を広義に捉え、目的物本体の価値減耗分が「使用利益」の範囲に含まれると


















































〔後記１〕　本稿は、平成 23 － 27 年度科学研究費補助金・若手研究（Ｂ）（課
題番号 23730095）、平成 29 年度科学研究費補助金・基盤研究（Ｃ）（課題番
号 17K03465）の交付を受けた研究成果の一部である。
〔後記２〕　本稿の連載中に、広島大学民事法研究会、神戸大学民法判例研究
会、京都大学民法研究会（京都大学大学院法学研究科科学研究費基盤研究（Ａ）
「財産権の現代化と財産法制の再編」研究会と共催）で報告する機会を頂き、
有益なご指導を賜りました。各研究会の先生方には、心より御礼を申し上げ
ます。
